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は じ め に 
 
「大規模地震対策特別措置法」に基づく東海地震に係る地震防災対策強化地域が指定

されてから約四半世紀が経過し、この間の地震観測の成果や新たな科学的知見等を踏ま

え、平成１４年４月２４日に、新たな強化地域として８都県２６３市町村（９６市町村

増加）が指定された。 
この強化地域の拡大を踏まえて、中央防災会議の東海地震対策専門調査会では、東海

地震に係る被害想定及び新たな地震防災対策について検討し、平成１５年３月１８日に

被害想定結果を公表した。これによれば、建物の全壊や延焼棟数は約３２万棟から４６

万棟、死者数は約７，９００人から９，２００人にのぼり、場合によっては１万人を越

えるという想定も示されている。 
この想定結果は、平成７年の阪神・淡路大震災の被害を超え、強化地域８都県にまた

がる広域的な激甚災害になることを示しているが、さらに、この地域は日本の東西交通

の要衝に位置することから、東海地震が発生した場合、日本経済全体に与える影響も計

り知れない。 
阪神・淡路大震災の教訓の一つとして、消防防災体制の強化や広域的な地震防災体制

の整備・充実の必要性が認識され、その後、都道府県相互間のブロック応援協定や全国

応援協定の締結、緊急消防援助隊の創設等が行われている。しかし、こうしたいくつか

の相互応援体制の枠組みが創設されてはいるものの、東海地震全体の被害想定結果やそ

の想定等に基づく災害応急対策の種類や数量、輸送手段等を踏まえた具体的な広域応

援・受援計画は策定されていないのが現状である。 
東海地震のように広域かつ甚大な被害を及ぼす地震災害においては、被害状況の正確

な把握や広域的な応援要請には相当な時間を要することも考えられ、また、質、量とも

に多種多様で厖大な災害応援体制が要請されることから、限られた応援資源を効果的、

効率的に配分することにより災害応急対策を円滑に実施するためには、あらかじめ、想

定される被害等に応じた広域応援・受援計画を策定し、地震発生と同時に迅速、的確な

広域応援活動を実施できる体制を整えておく必要がある。 
本研究会は、こうした現状を踏まえて、東海地震に係る広域応援プランのあり方を検

討するとともに、東海地震のような広域的かつ甚大な被害が予想される災害に効果的に

対応するための一つの手段として、「都道府県相互間地域防災計画」のあり方について

検討したものである。 
今後、この研究会の検討結果を踏まえながら、強化地域各都県において広域応援が必

要な災害応急対策の種類、数量、時期等を把握し、強化地域全体としての調整を図った

うえで、既存の都道府県協定や国の関係省庁係省庁との調整を図りながら、より具体的

な広域応援体制の検討を進めることが必要である。また、強化地域都県の行政区域を越

えた広域的な連携や調整等を円滑に実施し、広域応援を受ける場合の連携・調整の基本

的な方針、具体的な受援計画等を定める都道府県相互間地域防災計画の策定を検討する

際の参考として、活用していただければ幸いである。 
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